
平成２６年１０月２３日

お 知 ら せ
資料提供先： 鳥取県政記者クラブ

鳥取市政記者クラブ

千代川の「河川協力団体」を募集します
～河川管理者と連携した新しい河川管理制度～

「水防法及び河川法の一部を改正する法律」が平成２５年６月１２日に改正され
この中で河川協力団体制度が創設されました。
これを受けて、国が管理する河川管理区間（ダム湖含む）において、以下のとお

り河川協力団体を募集することとしましたので、お知らせします。

【概 要】
１．『河川協力団体』を募集します。

■募集区間 鳥取河川国道事務所が管理する河川管理区間
(千代川、袋川、新袋川、八東川)

■募集期間 平成２６年１０月２４日から平成２６年１２月１９日まで

■募集及び制度説明等の詳細については、鳥取河川国道事務所のホームページ
を御覧下さい。

＊申請にあたって、ご不明な点がございましたら、募集要項中の問い合わせ先
までご連絡下さい

「河川協力団体」とは
☆河川協力団体制度とは、自発的に河川の維持、河川環境の保全等に関する活

動を行うＮＰＯ、町内会等の団体を支援するものです。
☆河川協力団体に指定し、河川管理者と連携して活動する団体として法律上位

置づけることにより、自発的な活動を促進しようとするものです。

＜問い合わせ先＞
国土交通省 中国地方整備局 鳥取河川国道事務所

副所長（河川） 川本洋次郎
かわもとようじろう

【担当】 河川管理課長 安藤 政司
あんどう まさ し

TEL ０８５７－２２－８４３５（代表）
FAX ０８５７－２９－１８５９

※本資料は、鳥取河川国道事務所ホームページの「記者発表」ページでも公開しています。

鳥取河川国道事務所ＨＰアドレス http://www.cgr.mlit.go.jp/tottori/
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河川協力団体募集要項 

                           【鳥取河川国道事務所】 

１ 河川協力団体指定制度の概要                     

 

 河川協力団体指定制度とは、自発的に河川の維持、河川環境の保全等に関す

る活動を行う民間団体等を支援するものであり、これらの団体を河川協力団体

に指定し、河川管理者と連携して活動する団体として法律上位置づけることに

より、自発的な活動を促進しようとするものです。 

 そのため、河川協力団体の指定は、要件を満たす団体を広く募集し、申請の

あった団体の中から、その資質、能力等を審査の上、指定を行います。 

 河川協力団体に指定されると、活動を行う上で必要となる河川法上の許可等

について、河川管理者との協議の成立をもって足りることとなります。 

 

２ 特に期待している具体的な活動内容及び対象となる区間                

 

（１）特に期待している具体的な活動内容 

  河川法第 58 条の９のうち、特に期待している具体的な活動内容は以下のと

おりです。 

 

①  河川管理者に協力して行う河川工事又は河川の維持 

・河川敷（堤防含む）の清掃、除草、伐木等 

   ② 河川の管理に関する情報又は資料の収集及び提供 

・河川の魚類・植物の生息マップの提供 

   ③ 河川の管理に関する調査研究 

・河川に生息する水生生物調査 

   ④河川の管理に関する知識の普及及び啓発 

     ・河川の安全利用講習、環境学習、防災マップづくり 

   ⑤上記に掲げる業務に附帯する業務 

     ・調査(学習)箇所の清掃活動等 

 

（２）対象となる区間（別紙「河川協力団体募集範囲図」のとおり） 

  上記(１)の活動を実施していただく区間は、おおむね次の区間内とします。 

   ・千代川   ：河口から鳥取市用瀬町古用瀬地内（三角橋付近・ 

25k800）の国管理区間 

   ・袋川    ：千代川合流地点から鳥取市相生町一丁目地内（湯所橋

付近・3k600）の国管理区間 

   ・袋川・新袋川：千代川合流地点から鳥取市国府町岡益地内（岡益橋 

付近・9k500）の国管理区間 

   ・袋川    ：鳥取市国府町殿地内（殿ダム付近）から同町楠城地内

の国管理区間 

   ・八東川   ：千代川合流地点から鳥取市河原町片山地内（今在家橋 
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           付近・1k300）の国管理区間 

   ・神護川   ：袋川合流地点から鳥取市国府町神護地内（古神護橋 

付近)の国管理区間 

   ・古神護川 ：神護川合流地点から鳥取市国府町神護地内の国管理区間 

 

なお、申請に当たり、活動を希望する区間を申請してください。 

 

 

３ 申請資格                              

 

 申請を行うことができる者は、法人又は河川法施行規則（昭和 40 年建設省令

第 7 号）第 33 条の８に規定する団体（以下「法人等」という。）であって、次

に掲げる要件のいずれにも該当するものとします。 

 

①代表者が定まっていること。 

②事務所の所在地、構成員の資格、代表者の選任方法、総会の運営、会計に

関する事項その他当該法人等の組織及び運営に関する事項を内容とする規

約その他これに準ずるものを有していること。 

③適切な経理事務及び会計処理が行われていること。 
④法人等の構成員（役員を含む。）が５名以上いること。 
⑤申請時点において、法人等の設立後５年以上（特定非営利活動促進法（平

成 10 年法律第７号）第 10 条第１項の規定に基づく認証を受けた法人にあ

っては、当該認証を受ける前の活動期間を含む。）が経過していること。 
⑥宗教活動又は政治活動を活動目的としていないこと。 
⑦暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第 77 号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）又はそれらの利益とな

る活動を行う者でないこと。 
⑧直近１年間の税を滞納していないこと。 
⑨公序良俗に反するなど著しく不誠実な行為を行っていると認められない 

こと。 
⑩河川協力団体の指定を受けた場合に、河川協力団体としての活動以外では、

河川協力団体と称して活動を行わないことを誓約できること。 
 

４ 申請書類                              

 

（１）河川協力団体の指定を受けるために申請を行う法人等は、別添申請書に、

以下に掲げる書類を添えて提出してください。 

 

  ア 法人等の規約その他これに準ずるもの並びに会員名簿その他の法人等

の構成員の数が記載されているもの 

  イ 直近おおむね５年間の活動実績報告書 

  ウ 指定後おおむね５年間の活動実施計画書 
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  エ 法人等の監査報告書又は収支計算書 

オ 法人等の納税証明書（課税対象団体である場合に限る。） 

カ ３ 申請資格⑩の要件を満たすことを証する書類 

キ その他、河川管理者が必要と認める書類 

 

（２）申請に当たっての留意事項 

  ア 提出された書類は、返却いたしません。 

  イ 申請に要する一切の費用は、申請者の負担とします。 

  ウ 提出された書類は、本審査以外の目的には使用しません。 

 

５ 募集期間                               

 

 平成２６年１０月２４日から平成２６年１２月１９日まで 

 

６ 提出先                                

 

（１）以下の提出先に、持参又は郵送により提出すること。 

ただし、持参の場合は、土曜日、日曜日、祝日を除く、午前９時から午

後１７時までとし、郵送の場合は、募集期間内必着とする。 

    

 〒６８０－０８０３  

  鳥取県鳥取市田園町４丁目４００番地 

  中国地方整備局 鳥取河川国道事務所 河川管理課 

  TEL ０８５７－２２－８４３５（代表） 

 

７ 審査方法                              

 

（１）審査方法 

  河川協力団体の指定を行うに当たり、鳥取河川国道事務所に、審査会を設

置し、申請書類の確認及び審査を行います。 

  また、中国地方整備局長は、委員会を設置し、審査会の報告の内容につい

て確認するものとします。 

 

（２）審査基準   

  ① 申請時に提出のあった活動実績報告書の審査については、以下に掲げ

る基準に基づき審査を行います。 

（ア）継続性：直近おおむね５年間にわたり、河川協力団体として活動

を行う河川の区間において、河川管理に資する非営利活

動を継続的に行っていること。 

（イ）公共性：上記の非営利活動が、河川管理者から後援された活動、 

河川管理者と共同で実施した活動その他の河川管理者と

の協力関係が認められる活動であること。 
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（ウ）活動姿勢：直近おおむね５年間において、河川管理又は他の民間

団体等の河川管理に資する活動の支障となり、又はそ

のおそれがある行為を行っていないこと。 

  

 ② 申請時に提出のあった活動実施計画書の審査については、以下に掲げ

る基準に基づき審査を行います。 

（ア）実効性：過去の活動実績を踏まえ、活動実施計画の実効性が認め

られること。 
（イ）貢献度：河川管理に対する貢献が認められること。 
（ウ）協調性：活動に当たって地域（住民、市町村、他の民間団体等）

との協調性が認められること。 
 

（３）ヒアリング 

審査会が行う審査に当たっては、申請を行った法人等からのヒアリングを

実施します。 

  

８ 結果の通知                              

 

（１）中国地方整備局長は河川協力団体の指定を受けることとなる法人等に

対しては、河川協力団体指定証を発行します。 

  また、法人等の名称、住所及び事務所の所在地を公示します。 

 

（２）上記河川協力団体指定証には、法人等の名称及び業務を行う河川の区間

を明記し、指定番号の登録を行います。 

  

（３）河川協力団体の指定を受けることができない法人等に対しては、その理

由を付して書面にて通知を行います。 

 

９ 指定後の留意事項                                

 

（１）河川協力団体の指定を受けた団体は、活動実施計画書に基づき、河川

協力団体の業務を適正かつ確実に実施していただきます。 

 

（２）河川協力団体の指定を受けた団体は、鳥取河川国道事務所長に対して活

動実施計画書の計画期間の終了前に、当該計画期間の終了後の次の計画期

間の活動実施計画書を提出してください。   

 

（３）河川協力団体の指定を受けた団体が、活動実施計画書を変更しようとす

るときは、速やかに鳥取河川国道事務所長に対して、変更の内容を明らか

にする書類を提出してください。   

 

（４）河川協力団体の指定を受けた団体は、鳥取河川国道事務所長の求めに応
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じ、活動状況について報告を行ってください。 

 

（５）河川協力団体の代表者が変更となった場合又は河川協力団体が解散をし

た場合には、速やかに鳥取河川国道事務所長に対して報告してください。   

 

10 指定の取り消し                           

 

 河川協力団体の指定を受けた団体が、以下に掲げる事項に該当する場合に

は、指定を取り消されます。   

 

ア 河川管理者が河川協力団体に対して行う業務運営についての改善措置

命令に違反した場合。 

イ 河川協力団体が詐欺その他不正の手段により指定を受けた場合。 

ウ 河川協力団体から指定の取消しの申請があった場合。 

 ２ 問 

11 問い合わせ先                           

 

  中国地方整備局 鳥取河川国道事務所 河川管理課 

  TEL ０８５７－２２－８４３５（代表） 

  FAX ０８５７－２９－１８５９ 

  Ｅメール info-tottori@cgr.mlit.go.jp 
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■河川協力団体の指定までの主な流れ

国が直接管理する（直轄）区間では

河川管理者が公募

各団体様から申請

申請書類を確認・審査

河川協力団体の
指定・通知・公示

【主な審査内容】（準則より）
１．申請の資格について
２．活動の実績について

（継続性、公共性、活動姿勢）
３．活動の実施計画について

（実効性、貢献度、協調性）

河川協力団体の指定について
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■今年度のスケジュール

公
募
開
始

公
募
〆
切

審
査
・
確
認

指
定
・
通
知
・
公
示

Ｈ２７．２頃H26.10.24

（約１ヶ月間程度） （約１ヶ月間程度）

申
請

H26.12.19
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募集対象区間

募集対象区間外

河川協力団体募集範囲図

鳥取市相生町一丁目地内
湯所橋付近(3k600）

鳥取市国府町岡益地内
岡益橋付近（9k500)

鳥取市河原町片山地内
今在家橋付近(1k300)

大杙

鳥取市用瀬町古用瀬地内
三角橋付近(25k800)

古
神
護
川
→

鳥取市国府町楠城地内
国直轄区間内

鳥取市国府町神護地内
古神護橋付近

← 千 代 川

殿ダム

鳥取市国府町神護地内
国直轄区間内

凡例
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「水防法及び河川法の一部を改正する法律」（平成２５年７月１１日施行）
により、河川協力団体制度が創設されました。

河川協力団体制度の概要

■河川協力団体制度とは、どんな制度か。

◆ 河川協力団体制度とは、自発的に河川の
維持、河川環境の保全等に関する活動を
行う民間団体等を支援するものです。

◆ 河川協力団体としての活動を適正かつ確
実に行うことができると認められる法人
等が対象となり、河川管理者に対して申
請を行います。
申請を受けた河川管理者は、適正な審査

のうえ、河川協力団体として指定します。

河川管理者

法人又は団体（ＮＰＯ等）

自発的な
河川維持等の活動

指定 申請

河川法 第５８条の８ （河川協力団体の指定）
第５８条の９ （河川協力団体の業務）

第５８条の１０ （監督等）

第５８条の１１ （情報の提供等）
第５８条の１２ （河川協力団体に対する河川管理者の許可等の特例）

参考資料
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第５８条の９河川法 河川協力団体は、当該河川協力団体を指定した河川管理者が管理する河川
について、次に掲げる業務を行うものとする。
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第５８条の１０ 監督等河川法

■河川協力団体に指定されると、どう変わる

第５８条の１１ 情報提供等

河川管理者は、前条各号に掲げる業務の適性かつ確実な実施を確保するため必要
があると認めるときは、河川協力団体に対し、その業務に関し報告させることができる。
（以下、省略）

国土交通大臣又は河川管理者は、河川協力団体に対し、その業務の実施に関し必
要な情報の提供又は指導若しくは助言をするものとする。

◆河川協力団体としての活動を適正かつ確実に行うための取組み
河川管理者は、河川協力団体に対し、「業務の報告」「運営改善の命令」「指定の

取消し（公示）」をする（監督等を行う）こととなります。
また、業務の実施に関し必要な「情報提供」、「指導」、「助言」を行います。

◆法律上に規定されている河川協力団体として指定されることになります。
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■河川協力団体に指定されると、どんなことが変わるの

◆許認可等の簡素化

河川協力団体が活動するために必要となる河川法上の許可等について、河川管理者との協議の
成立をもって足りることとなります。

・工事等の実施の承認（法第２０条） ・土地の占用の許可（法第２４条）

・土石以外の河川産出物の許可（法第２５条後段）

・工作物の新築等の許可（法第２６条第１項）
・土地の掘削等の許可（法第２７条第１項）

・権利の譲渡の承認（法第３４条第１項（第２４条及び第２５条後段の許可に係る部分に限る。））
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※ 河川管理者から河川管理施設の維持、除草等の委託を受けることも可能となります。
委託先については、公募等の適正な手続きを経て選択を行う予定です。

【現行】 【法改正後】拡大地方公共団体にのみ
委託可能

国土交通省令で定める要件に該当するもの
に委託可能
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